
インターネットコンテンツセーフティ協会 
定款 

2013年 6月 17日改正 
第 １ 章 総 則 
（法人の種類・名称） 
第 １ 条 
当法人は、一般社団法人インターネットコンテンツセーフティ協会と称し、英文では、 
Internet Content Safety Association（略称「ICSA」）と表記する。 
 

（主たる事務所） 
第 ２ 条 
  当法人は、主たる事務所を東京都渋谷区に置く。 
 
（目的） 
第 ３ 条 
 当法人は、インターネットを通じて児童ポルノ画像が流通することによって、児童が

深刻な権利侵害を受けることを防止すべく、児童の権利侵害と流通防止対策を講じる

ことによる表現の自由、通信の秘密への影響の双方に配慮しながら、児童ポルノ画像

が掲載されたサイトに係るアドレスリストの作成・管理を行うなど、インターネット

を通じた違法コンテンツの流通を防止するために民間事業者等が講じる各種取組みを

支援することにより、安全なインターネット環境（インターネットコンテンツセーフ

ティ）の実現に寄与することを目的とする。 
 
（事業） 
第 ４ 条 
１．当法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
（１）児童ポルノ画像が掲載されたサイトに係るアドレスリストの作成・管理及び提供 
   に関する事業 
（２）前号に関連した各種調査・研究及びレポートの作成 
２．当法人は、前項の事業のほか、前条の目的を達成するため必要があるときは、次の事

業を行う。 
（１）インターネットコンテンツセーフティに関連した民間事業者等の支援事業 
（２）インターネットコンテンツセーフティに関連した各種調査・研究及びレポートの作 
   成 
（３）前２号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 

 



（公告） 
第 ５ 条 
１．当法人の公告は、電子公告により行う。 
２．事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場合は、官報に

掲載する方法により行う。 
 
（機関の設置） 
第 ６ 条 
当法人は、理事会及び監事を置く。 
 

第 ２ 章 会 員 
（法人の構成員） 
第 ７ 条 
１．当法人の会員は、次の１種とする。 
  「正会員」 当法人の目的に賛同し、入会した法人 
２．前項の会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般社団法

人法」という）上の社員とする。 
 
（入会） 
第 ８ 条 
１．当法人の会員となるには、当法人所定の様式による申込みをし、理事会の承認を得る

ものとする。 
２．会員となる場合には、その代表として当法人に対してその権利を行使する者１名（以

下「会員代表者」という。法人登記上の代表者たることは要しない。）を定め、当法人

に届けなければならない。 
３．会員代表者を変更した場合は、別に定める変更届を速やかに当法人に提出しなければ

ならない。 
 
（入会金及び年会費） 
第 ９ 条 
当法人の事業活動に経常的に生じる費用に充てるため、会員は、理事会で定める会員

規約に従って、入会金及び年会費（以下「会費等」という）を期限までに支払う義務

を負う。 
 
 
 



（任意退会） 
第１０条 
会員は、理事会で定める退会届を当法人に提出することで、任意に退会することがで

きる。 
 
（除名） 
第１１条 
１．会員が次の各号のいずれかに該当するときは、社員総会の決議によってこれを除名す

ることができる。ただし、この場合の決議は総会員の半数以上であって、総会員の議

決権の３分の２以上に当る多数をもって行わなければならない。 
（１） 当法人の定款又は理事会で定める会員規約その他諸規定に対する重大な違反が生

じた場合 
（２） 当法人の名誉を著しく毀損する行為、当法人の目的に反する行為、又は会員とし

ての品格を損なう行為があったと当法人が認めた場合 
（３） 理事会で定める会員規約上の禁止行為に該当する行為をしたと当法人が認めた場

合 
（４） 会員が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会

屋、社会運動等標榜ゴロ、特殊知能暴力集団、及びこれらに準じるもの）である

ことが判明した場合、あるいは反社会的勢力との関与が明らかになった場合 
（５） その他、除名すべき相当の事由が発生した場合 
２．前項の規定により会員を除名する場合は、当該会員に当該社員総会の日から１週間前

までにその旨を通知し、かつ、社員総会において弁明する機会を与えなければならな

い。 
 
（会員資格の喪失） 
第１２条 
前２条のほか、会員が次の各号のいずれかに該当するときは、会員資格を喪失する。 

（１）第９条に定める会費等の支払いが行われない場合 
（２）総会員が同意した場合 
（３）破産手続、民事再生手続、会社更生手続、特別清算その他の法的倒産手続の申し 

立てがあったとき、又は解散（法令に基づく解散を含む）、清算（特別清算を含む）

もしくは内整理の手続に入ったとき 
 
（会員資格喪失に伴う権利義務） 
第１３条 
１．会員が、前３条の規定により会員資格を喪失した場合は、一般社団法人上の社員とし



ての地位を失うとともに当法人に対する会員としての権利を失い、義務を免れる。た

だし、未払いの会費等がある場合には、当該会員は退会後も当法人に対する未払い分

の支払いを免れないものとする。 
２．当法人は、会員がその資格を喪失しても、既納の会費等その他の拠出金品は、これを

返還しない。 
 
（会員名簿） 
第１４条 
１．当法人は、会員の氏名又は名称及び住所を記載又は記録した会員名簿を作成し、当法

人の主たる事務所に備え置くものとする。当該名簿をもって、一般社団法人法上の社

員名簿とする。 
２．当法人の会員に対する通知又は催告は、会員名簿に記載又は記録した住所又は会員が 
当法人に通知した居所に宛てて行うものとする。 

 
（会員資格等の処分の禁止） 
第１５条 
当法人は、会員がその会員としての資格及び会員の特典を受けることができる権利を、

譲渡、質入れ、その他一切の処分をすることを認めない。 
 
第 ３ 章 社員総会 
（種類） 
第１６条 
当法人の社員総会は、定時社員総会、臨時社員総会の２種とする。 

 
（構成） 
第１７条 
１．社員総会は、すべての会員をもって構成する。 
２．社員総会における議決権は、会員１口につき 1個とする。 

 
（権限） 
第１８条 
当法人の社員総会は、次の事項について決議する。 

 （１）会員の除名 
 （２）理事及び監事の選任又は解任 
 （３）理事及び監事の報酬等の有無及び額 
 （４）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）並びにこれらの附属書類の承



認 
（５）定款の変更 
 （６）解散及び残余財産の処分 
 （７）その他社員総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 
 
（開催） 
第１９条 
定時社員総会は、毎事業年度の終了後３ヶ月以内に開催し、臨時社員総会は、必要に

応じて開催する。 
 
（招集） 
第２０条 
１．社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき代表理事が

招集する。ただし、代表理事に事故若しくは支障があるときは、あらかじめ理事会に

おいて定めた順位により、他の理事がこれに代わるものとする。 
２．会員は、総会員の１０分の１以上の議決権をもって、代表理事に対し、社員総会の目

的たる事項及び招集の理由を示して、社員総会の招集を請求することができる。 
３．社員総会の招集は、当該社員総会の日の１週間前までに、各会員に対してその通知を

発しなければならない。 
４．前項の通知は、電磁的方法により発することができる。 
 
（招集手続の省略） 
第２１条 
社員総会は、会員全員の同意があるときは、招集手続を経ずに開催することができる。 

 
（議長） 
第２２条 
社員総会の議長は、代表理事がこれに当る。代表理事に事故若しくは支障があるとき

は、当該社員総会において議長を選出する。 
 

（決議） 
第２３条 
１．社員総会の決議は、法令またはこの定款に別段の定めがある場合を除き、総会員の議

決権の過半数を有する会員が出席し、出席した当該会員の議決権の過半数をもって行

う。 
２．前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する決議は、総会員の半数以上



であって、総会員の議決権の３分の２以上に当る多数をもって行わなければならない。 
（１）会員の除名 
 （２）理事及び監事の解任 
 （３）定款の変更 
 （４）解散 
 （５）その他法令で定められた事項 
 
（社員総会の決議の省略） 
第２４条 
  社員総会の決議の目的たる事項について、理事又は会員から提案があった場合におい

て、その提案に会員の全員が書面又は電磁的記録によって同意の意思表示をしたとき

は、その提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。 
 
（議決権の代理行使） 
第２５条 
１．会員は、代理人をもって議決権を行使することができる。ただし、代理人は当法人の

役員又は会員でなければならない。 
２．前項の代理人は、代理権を証する書面を社員総会ごとに当法人に提出しなければなら

ない。 
 
（議事録） 
第２６条 
社員総会の議事については、法令の定めるところにより書面若しくは電磁的記録をも

って議事録を作成し、総会の日から１０年間主たる事務所に備え置く。 
 
第 ４ 章 役 員 
（役員の設置） 
第２７条 
１．当法人に、次の役員を置く。 
  理事 ３名以上８名以内 
  監事 １名以上２名以内 
２．理事のうち、１名を代表理事、１名を副代表理事とする。 
 
（役員の選任） 
第２８条 
１．役員は、社員総会の決議によって選任する。 



２．監事はこの法人又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることができない。 
３．理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族（その他当該理事

と政令で定める特別の関係がある者を含む。）である理事の合計数が理事総数の３分の

１を超えてはならない。監事についても同様とする。 
 
（理事の職務及び権限） 
第２９条 
１．理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。 
２．代表理事は、法令及びこの定款で定めるところにより、当法人を代表し、その業務を

執行する。 
３．代表理事は、毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況

を理事会に報告する。 
 
（監事の職務及び権限） 
第３０条 
１．監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成す

る。 
２．監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業務及び財

産の状況の調査をすることができる。 
 
（役員の任期） 
第３１条 
１．理事の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社

員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 
２．監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社

員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 
３．事業年度の途中に選任された役員（監事の場合は、補欠として選任された場合に限る）

の任期は、前任者または他の在任役員の任期が満了する時までとする。 
４．役員は、辞任又は任期の満了後において、定員を欠くに至った場合には、新たに選任

された者が就任するまでは、その職務を行う権利義務を有する。 
 
（役員の解任） 
第３２条 
役員は、社員総会の決議によって解任することができる。ただし、総会員の半数以上

であって、総会員の議決権の３分の２以上に当る多数をもって行わなければならない。 
 



（報酬等） 
第３３条 
役員は無報酬とする。 

 
（取引の制限） 
第３４条 
理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、理事会において、その取引について重

要な事実を開示し、理事会の承認を得なければならない。 
（１） 自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引 
（２） 自己又は第三者のためにする当法人との取引 
（３） 当法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間における当法

人とその理事との利益が相反する取引 
 
（役員等の責任の免除） 
第３５条 
１．当法人は、一般社団法人法第１１４条の規定により、理事会の決議をもって、同法第

１１１条の行為に関する理事（理事であった者を含む。）の責任を法令の限度において

免除することができる。 
２．当法人は、一般社団法人法第１１４条の規定により、理事会の決議をもって、同法第

１１１条の行為に関する監事（監事であった者を含む。）の責任を法令の限度において

免除することができる。 
 
（外部役員の責任限定契約） 
第３６条 
１．当法人は、一般社団法人法第１１５条の規定により、外部理事との間に、同法第１１

１条の行為による賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、その契

約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額とする。 
２．当法人は、一般社団法人法第１１５条の規定により、外部監事との間に、同法第１１

１条の行為による賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、その契

約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額とする。 
 
第 ５ 章 理 事 会 
（構成） 
第３７条 
  理事会は、すべての理事をもって構成する。 
 



（権限） 
第３８条 
  理事会は、次の職務を行う。 
 （１）当法人の業務執行の決定 
 （２）理事の職務執行の監督 
 （３）代表理事及び副代表理事の選定及び解職 
 
（招集） 
第３９条 
１．理事会は、代表理事が招集する。 
２．理事会の招集は、当該理事会の日の５日前までに、各理事及び監事に対してその通知

を発しなければならない。 
３．理事及び監事は、代表理事に対し、理事会の招集を請求することができる。 
４．前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以

内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合には、その請求を

した理事及び監事は、理事会を招集することができる。 
５．代表理事に事故若しくは支障があるときは、あらかじめ理事会において定めた順位に

より、他の理事が理事会を招集する。 
 
（招集手続の省略） 
第４０条 
理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集手続を経ずに開催すること

ができる。 
 
（議長） 
第４１条 
  理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。代表理事に事故若しくは支障があるとき

は、あらかじめ理事会において定めた順位により、他の理事がこれに代わるものとす

る。 
 
（決議） 
第４２条 
   理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数をも

って行う。 
 
 



（理事会の決議の省略） 
第４３条 
  理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案に

つき議決に加わることができる理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表

示をしたとき（監事が当該提案に異議を述べた場合を除く。）は、当該提案を可決する

旨の理事会の決議があったものとみなす。 
 
（議事録） 
第４４条 
１．理事会の議事については、法令で定めるところにより書面若しくは電磁的記録をもっ 
て議事録を作成し、理事会の日から１０年間その主たる事務所に備え置く。 

２. 出席した代表理事及び監事は、前項の議事録に署名押印しなければならない。 
 
第 ６ 章 基 金 
（基金の募集） 
第４５条 
１．当法人は、会員又は第三者に対し、基金の拠出を求めることができる。 
２．基金の募集、割り当て及び払い込み等の手続きについては、理事会が定める。 
 
（基金の拠出者の権利に関する規定） 
第４６条 
１．当法人の基金は、当法人が基金拠出者と合意した期日までは返還しない。 
２．拠出者より払い込み又は給付のあった基金は、当該拠出者からの預金とし、この定款

の定めに従って当該拠出者に返還される。 
 
（基金の返還手続き） 
第４７条 
当法人の基金の返還は、定時総会の決議に基づき、一般社団法人法第１４１条第２項

に定める限度額の範囲内で行うものとする。 
 
第 ７ 章 計 算 
（事業年度） 
第４８条 
  当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの年１期とする。 
 
（剰余金） 



第４９条 
  当法人は、剰余金の分配を行うことができない。 
 
（事業報告及び収支決算） 
第５０条 
１．当法人の事業報告及び収支決算については、毎事業年度終了後、代表理事が当該事業

年度に関する次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定

時総会に提出し又は提供しなければならない。 
 （１）事業報告書及びその附属明細書 
 （２）貸借対照表及び損益計算書並びにこれらの附属明細書 
２．事業報告については、代表理事がその内容を定時社員総会に報告しなければならない。 
３．貸借対照表及び損益計算書については、定時社員総会の承認を受けなければならない。 
 
第 ８ 章 委員及び事務局 
（運営委員） 
第５１条 
１．理事会の決議により、理事による業務の執行を補佐する運営委員を選任することがで

きる。 
２．運営委員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうちの最終のものに関する

定時社員総会終結後最初の理事会決議終了の時までとし、再任を妨げない。 
３．運営委員は、理事会の決議によって解任することができる。 
４．運営委員に関し、必要な事項は、理事会が定める。 
 
（事務局） 
第５２条 
１．当法人に、当法人の事務を処理するために事務局を置く。 
２．事務局に、事務局長及び必要な職員を置き、理事会が任免する。 
３．事務局職制は、理事会の承認を経て、事務局長が定める。 
４．当法人は、必要な数の事務局員を雇用する。 
５．事務局の組織及び運営に関し、必要な事項は、理事会が定める。 
 
（帳簿及び書類） 
第５３条 
事務局には、法令で定める範囲で、常に次の帳簿及び書類を備え置かなければならな

い。 
 （１）定款 



 （２）名簿及び会員の異動に関する書類 
 （３）理事、監事その他職員の名簿及び履歴書 
 （４）許可、認可及び登記に関する書類 
 （５）この定款に定める機関の議事に関する書類、各種議事録 
 （６）収入、支出に関する帳簿及び証拠書類 
 （７）資産、負債及び正味財産の状況を示す書類 
 （８）その他必要な帳簿及び書類 
 
第 ９ 章 定款の変更及び解散 
（定款の変更） 
第５４条 
  この定款は、社員総会の決議によって変更することができる。 
 
（解散） 
第５５条 
  当法人は、社員総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。 
 
（残余財産の帰属） 
第５６条 
当法人が清算をする場合において有する残余財産は、社員総会の決議を経て、公益社

団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若

しくは地方公共団体に贈与するものとする。 
 
第１０章 附 則 
（最初の事業年度） 
第５７条 
  当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から平成２３年３月３１日までとする。 
 
（設立時の役員及び社員） 
第５８条 
１．この法人の設立時の役員は、次のとおりとする。                 
設立時理事   桑子 博行 
設立時理事   野口 尚志 

  設立時理事   吉田 奨 
  設立時監事   能登 雅夫 
２．この法人の設立時の社員は、次のとおりとする。 



設立時社員 
（１） 住所：東京都港区六本木六丁目１０番１号六本木ヒルズ森タワー 
   グーグル株式会社  
   代表取締役 有馬 誠 
（２） 住所：東京都世田谷区駒沢３丁目２番１号 
   EditNet株式会社  
   代表取締役 野口 尚志 

 

（会員規約その他諸規定及び法令の準拠） 

第５９条 

  会員の入退会及び権利義務等この定款に定めのない事項は、別に理事会で定める会員

規約その他諸規程、一般社団法人法及びその他の法令に従う。 

 

以上、一般社団法人インターネットコンテンツセーフティ協会の設立のため、この定款を

作成し、設立時社員グーグル株式会社、同 EditNet 株式会社は、これに記名押印する。 

 

 ２０１１年２月３日 

 

設立時社員 グーグル株式会社 

    代表取締役 有馬 誠 

同   EditNet株式会社 
    代表取締役 野口 尚志 

  


